2006、2007年度過去問です。（2007年は正誤のみ）あと解答例も作ってみました。自信がないところもあるので、異論あったらぜひ連絡下さい！あと間違いも指摘お願いします。

■2007年度
１．次の文章が正しければ、○を、間違っていれば、×を付け、間違いの文章については、どこが間違っているか述べよ。（解答用紙に、（１)〇、（２）×といった具合に記入し、×の後に、その理由を記してください。）

（１）中国は、外資規制を強化し、国内資本を保護する行う形で、経済発展を実現してきている。

（２）湾岸戦争における武力行使容認決議は、決議６８７である。

（３）多国籍軍が、国連の集団安全保障の機能を果たすことができることは、国連憲章第7章に規定されている。

（４）自衛権の発動には、安保理決議によるエンドースメントが必要である。

（５）集団自衛権の発動のためには、必ずしも、安全保障条約を締結していることや、個別的自衛権を発動する国からの明示の要請があることは求められていないというのが、学説での有力説である。

（６）2003年のイラク戦争に際しては、中・露のみならず、仏・英も、新たな武力行使容認決議が採択されていないことを理由に反対した。

（７）国連憲章は、人道上の理由で武力介入を行うことを認めていない。

（８）京都議定書では、2008年から2012年までの温室効果ガスの排出量の平均を、1990年の排出量に比して、国ごと（EUについては、EU全体）の削減率に従い削減することが求められている。

（９）2005年に、日本、独、インド、ブラジルにより提案が検討された安保理改革に関するG４案は、拒否権については、現常任理事国と新たに選出される常任理事国との間で、差をつけないという内容であった。

（10）安保理決議に関する枠組み決議案を可決するためには、全加盟国の３分の２の賛成と常任
理事国の賛成または棄権が必要である。

（11）人間の安全保障という概念は、1994年にUNHCRにより、唱えられたのが初めてである。

（12）人間の安全保障を外交の中心に据えているのは、日本とオーストラリアである。

（13）1993～94年の朝鮮半島の危機は、カーター元米大統領の訪朝で、一応の収まりを見、1994年には、北朝鮮が核を放棄する代わりに、北朝鮮に軽水炉を供与するためKEDOが設立された。

（14）1998年の北朝鮮のミサイル実験を受けて、安保理では、国連憲章第7章に基づく制裁決議が採択された。

（15）イランは北朝鮮とは違い、ウラン濃縮等の活動は、核の平和利用のためであると主張し、核兵器開発は否定している。←試験範囲外
■2006年度

１．次の文章について、正しいものには○、間違っているものには×を付け、×のものについては、どこが間違っているか述べよ。

（１）自衛権の発動が可能であるためには、外国からの急迫不正の侵害（国連憲章上は「武力攻撃」）があることが必要であるというのが、わが国政府の立場である。

（２）自衛権を発動するためには、安保理決議によるエンドースメントが必要である。

（３）２００１年のアフガニスタンに対する米国等による攻撃は、集団安全保障を根拠に行なわれた。

（４）集団的自衛権を発動するためには、攻撃を受けた国との関係で安全保障条約を締結していることが必要である。

（５）国内における極度の人権侵害や、虐殺が、国連憲章第３９条の「平和に対する脅威や破壊」に当たるという認定は、これまでも、安保理において為されてきた。

（６）コソヴォにおけるNATOの空爆については、法的には多くの問題があったが、わが国は、支持と立場を明らかにした。

（７）現行憲法上、わが国は、国連の集団安全保障としての武力行使には参加できないというのが、政府の解釈である。

（８）日本の総理が初めて靖国神社を参拝したのは、１９７５年、三木首相であった。

（９）中国が、日本の首相の靖国参拝に初めて異議を唱えたのは、１９７９年のことで、その前年に初めてA級戦犯が靖国神社に合祀されたことが、対外的に明らかにされたときであった。

（10）周辺事態というのは、極東のなかでおこる、わが国の安全にとって重要な影響のある事態のことである。←試験範囲外
（11）わが国は、１９７２年の日中共同声明により、法的に中国との関係で戦争状態を終了させた。

（12）サンフランシスコ平和条約によると、すべての連合国が日本との間に賠償協定を結ぶことを認められているわけではない。

（13）PKOについては、国連憲章上、定義は無い。←試験範囲外
（14）昨年、わが国がインド、ブラジル、ドイツとともに提出しようとした安保理改革に関するG４案は、現常任理事国の拒否権を制限しようとしたために、常任理事国の強い反発を受け、頓挫した。

（15）サンフランシスコ平和条約第２条は、朝鮮、台湾等のいわゆる分離地域が日本から分離して独立することを規定している。

（16）国連平和協力法、いわゆるPKO法案は、わが国のPKOへの参加を自衛隊に限っている。←試験範囲外
（17）日韓国交正常化は１９６５年に行なわれたが、その時に締結された法的地位条約は、在日３世の法的地位については先送りで決めていなかった。

（18）日中共同声明第３項においては、わが国も台湾が中国の一部であることを承認している。

（19）韓国は、日本との国交正常化にあたり、賠償請求権を放棄した。

（20）サンフランシスコ平和条約に基づき、日本との間で、賠償協定を結んだのは、８ヶ国だけであった。
■2007年度解答例

（１）×：外資を導入して経済発展を実現してきている。

（２）×：武力行使容認決議は決議678である。（687は「停戦決議」）
（３）×：多国籍軍についての言及はない。（最後のページに第７章42・43条載せました。参考に）

（４）×：自衛権については、行使した事実を報告すればよい。

（５）○

（６）×：英はイラクに派兵を行った。

（７）×：そのような規定はない。

（８）○

（９）×：改革実現のため、新常任理事国の拒否権については凍結とした。

（10）×：全盟国の３分の２の賛成は必要だが、常任理事国の賛成・反対は無関係。

（11）×：ＵＮＨＣＲではなくＵＮＤＰ。

（12）×：オーストラリアではなくカナダ。

（13）○

（14）×：国連憲章第７章に基づく制裁決議が採択された、ではなく、議長声明が発表されただけ。 
↑訂正しました…

（15）省略

■2006年解答例

（１）×：武力攻撃に着手した場合発動が可能、としている。

（２）→2007年度（４）

（３）×：自衛権を根拠とした。

（４）×：そのような規定はない。

（５）○（コソボ情勢参照）
（６）×：「理解」という表現にとどめた。

（７）○

（８）×：1950年代に初めて参拝。

（９）×：中国は85年に初めて異議を唱えた。

（10）省略

（11）×：法的な平和処理は日華平和条約で既に行われている。

（12）○（賠償請求権が認められたのは日本と交戦状態にあった８カ国のみ）
（13）省略

（14）×：Ｇ４案は、新常任理事国の拒否権行使を凍結としていた。

（15）×：台湾については、日本が放棄することまでしか触れていない。

（16）省略

（17）○

（18）×：理解・尊重するが、承認はしていない

（19）×：韓国との間に賠償請求権は成立しない。

（20）×：２カ国
※国連憲章第７章

第４２条〔軍事的措置〕
安全保障理事会は、第４１条に定める措置では不十分であろうと認め、又は不十分なことが判明したと認めるときは、国際の平和及び安全の維持又は回復に必要な空軍、海軍又は陸軍の行動をとることができる。この行動は、国際連合加盟国の空軍、海軍又は陸軍による示威、封鎖その他の行動を含むことができる。
第４３条〔特別協定〕
１．国際の平和及び安全の維持に貢献するため、すべての国際連合加盟国は、安全保障理事会の要請に基き且つ一つ又は二つ以上の特別協定に従って、国際の平和及び安全の維持に必要な兵力、援助及び便益を安全保障理事会に利用させることを約束する。この便益には、通過の権利が含まれる。
２．前記の協定は、兵力の数及び種類、その出動準備程度及び一般的配置並びに提供されるべき便益及び援助の性質を規定する。
３．前記の協定は、安全保障理事会の発議によって、なるべくすみやかに交渉する。この協定は、安全保障理事会と加盟国群との間に締結され、且つ、署名国によって各自の憲法上の手続に従って批准されなければならない。
